（都市計画総局　川原田　質問）

３．市営住宅の運営方法について
　市営住宅に関する、平成８年から今年度までの募集数と応募数、その倍率の変遷をグラフに示します。

　～グラフ　募集数・応募数・倍率　説明～

　市営住宅の数は震災後４万から５万５千に増やしたが、募集数は徐々に減少していく傾向にある。これに対し応募数は震災後大幅に増加した後一時的に減少したものの、景気の低迷等の理由から再び横ばいから増加の傾向にあり、毎年２万人程度の応募があるのが現状である。
　これを、倍率で考えるとシルバーハイツでは７０倍以上となり、一般の市営住宅の倍率も震災後一時的に落ちたものの徐々に上がり１５年度では、２７倍にもなっている。この事情を考慮して「５回はずれれば優先で抽選できる」という制度が作られたが、倍率２５倍だとしたら５回ともはずれる確率は８割（５回で当たる確立が1/25×5=1/5、５回ともはずれるのは、１－1/5＝4/5＝８割）ということになり、８割の人を優先するというのは、制度上意義や効果がない様に感じる。
　市営住宅は、このようにたいへんな倍率になっているため、障害を持つ子供さんを抱えるご家庭の場合でも、当選するのは非常に難しい状況となっている。
　市営住宅に入居できる条件として、年収の収入面で判断すると、市民の約４分の１の層までが入居の資格を有することになるため、単純に考えても神戸市内全部で５５０００戸の住宅では、絶対数が足りなくなります。また、極端にいえば、資産家であっても、家さえなく毎年の年収が低ければ入居資格を有することになる。また、現行の法律では神戸市内ほぼ一律の家賃設定になるので、中央区等の中心部での倍率が大変高くなっている。
　本来の市営住宅は、本当に住宅に困っている方々を援助すべきもののはずですが、まず、当選することが不可能に近いため、本来の目的を果たせなくなってきているのが現状である。自治体レベルで可能な手段として、「５回はずれれば優先で抽選できる」という制度が作られましたが、当選できる確率は低いままである。
　先ほど行われた事務事業の外部評価でも、「入居要件を欠いた人が住み続けるのを容認していることを、どう市民に説明するのか。」との指摘があり、本来、本当に住宅に困っている人が優先される仕組みが必要である。
　現状から、国の法律を改正する方向、即ち、自治体レベルで家賃格差を決定できるようにすること、また、資産の有無も審査の対象とすることに改正する方向が望ましいと考えますが、他の自治体等での状況や、国に対する要請等の動向を伺いたい。

（神戸市　回答）

　市営住宅運営方法の各自治体の状況や国に対する要請の状況についてであるが、委員ご指摘の様に現行の公営住宅法では、収入のみに着目して入居資格の有無を判断するようになっている。例えば多額の資産を持っていながら収入が年金だけの場合は控除額が非常に大きく入居資格が認められることになる。家賃決定について自治体の裁量の余地が非常に少ない等の法制度上の課題がある。

　神戸市としては自治体レベルでの適正な家賃決定や資産を審査対象と出来るよう、一つには公営住宅の家賃算定に係る係数の設定等において地域の実情に応じた的確な対応が出来るように、もう一つには資産の考慮等の収入要件見直しについて、毎年国家予算要望や大都市会議の機会をとらえて要望するとともに直接国の担当者に神戸の実状を話しに行って制度改善提案を直訴するなど積極的に行ってきた。　そういったことも踏まえて、本年9月に社会資本整備審議会住宅宅地分科会が示した「新たな住宅政策のあり方について」という建議のなかで、立地・利便性等の地域の実情等の家賃への適切な反映という柱と、もう一つの柱である入居資格又は選考基準における保有資産の反映について検討の必要があると初めて明記された。従って保有資産の反映については国の課税方法と密接に関連しており大変難しい問題であるが、今後も国で改善が図られる様神戸市として積極的な働きかけを行って行きたいと考えている。

　

（再質問）
　午前中の回答で、市営住宅の期限付き入居を国が検討しているとあったが、神戸市が国に要望している話とはどういう関係になるのか教えていただきたい。

　国の動きは、先生の話は期限付きとメリハリの話であったかと思うが、今利便性係数は0.5から1で止まっており、この3割の間で家賃を決めているので、市街地と郊外地であまり違いが出ない。今の動きでは、その上限を外していこうと言うものである。1を1.2、1.5まで差を広げれば、北区の住宅と市街地の便利のいい、地価の高い住宅とのメリハリがつくということである。それは我々がずっと要望してきた結果であり、国がようやく動き出したということで、試算の面も収入の計算に入れていこうという動きの中で、初めていろんな動きがでてきたということである。
注)川原田追記

　この日の午前中に、「住宅への入居を期限付きする」という国や他の自治体の動きがあるといった説明がありましたので、このことと、住宅宅地分科会で検討している２点とがどういう関係にあるのかを再質問したのですが、この回答は先ほどの回答の繰り返しとなっています。この件についての再々質問は行っておりませんので、別途聞いた上で、HPに記載します。

